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社会資本総合整備計画（防災・安全交付金）
1 神奈川県内における住宅・建築物安全ストック形成事業（防災・安全）（第２期）

平成28年度　～　令和3年度　（6年間）

・神奈川県内における住宅・特定建築物等の耐震化率95%の達成

（H28当初） （H30末） （R2末）

住宅・土地統計調査等の統計データや事業実施状況をもとに算出する。
（住宅の耐震化率）＝（耐震性が確保された住宅数）／（全住宅数）（％）

市町村調査の結果により算出する。
（特定建築物等の耐震化率）＝（耐震性が確保された特定建築物等の数）／（全特定建築物等の数）（％）
　特定建築物等：耐震改修促進法第6条第1項に定める用途・規模の建築物全て

Ａ　基幹事業

事業 地域 交付 直接

種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 R1 R2 R3

1-A1-1 住宅 一般
神奈川県
他28市町 直／間 県市町/個/法 14384.4

合計 14,384.4

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接
種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 R1 R2 R3

合計 0

番号

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接

種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 R1 R2 R3

1-C-1 住宅 一般 神奈川県 間接 個人 被災住宅耐震性向上等補修 654.00

1-C-2 住宅 一般 平塚市 間接 個人 15.91

1-C-3 住宅 一般 鎌倉市 間接 個人 102.92

1-C-4 住宅 一般 藤沢市 間接 個人 0.20

事　後　評　価

１．交付金対象事業の進捗状況

備考

備考

備考

備考

〇事後評価(中間評価)の実施体制、実施時期
事後評価の実施体制

神奈川県及び関係市町にて評価を実施した。

事後評価(中間評価)の実施時期

令和４年10月

神奈川県ホームページで掲載

公表の方法

番号

令和〇年〇月〇日

計画の名称

計画の期間 交付対象
神奈川県、横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、逗子市、三浦市、秦野市、厚木市、大和市、伊勢原市、海老名市、座間市、南足柄市、綾
瀬市、葉山町、寒川町、大磯町、二宮町、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、湯河原町、愛川町

計画の目標

95%

（住宅・建築物耐震改修事業）
　本県では、従来から「東海地震」や「神奈川県西部地震」の切迫性が指摘され、また、「南海トラフ巨大地震」や「首都直下地震」の発生も懸念されています。このような大地震による被害を減少させるため、昭和56年6月の建築基準法改正以前の既存建築物の耐震
化を図り、建築物の地震に対する安全性の向上を計画的に促進することを目的として「神奈川県耐震改修促進計画（平成19年3月策定、平成27年３月最終改定）」を定めています。
　同計画の改定にあたっては、耐震改修促進法の改正により耐震診断が義務付けられた大規模建築物や避難路沿道の建築物の耐震化を重点的に促進することとし、住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率を平成32年度までに95%とすることを目標としています。
整備計画においても、同様に平成32年度までに耐震化率を95%とすることを目標とします。また、多数の者が利用する建築物以外の耐震性の劣る建築物や非構造部材、ブロック塀等の耐震化を図り、建築物の地震に対する安全性の向上を計画的に促進することを目標と
します。
（住宅・建築物アスベスト改修事業）
　建築物のアスベストの飛散防止対策について、アスベストによる被害を未然に防止するため、有効かつ迅速にアスベストの飛散防止対策に取り組むこととします。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
当初現況値 中間目標値 最終目標値

14,384.4百万円 Ｂ 0.0百万円

89% - 95%

89% -

Ｃ 829.8百万円

交付対象事業

全体事業費
合計

（Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ）
15,214.2百万円 Ａ

事業者 要素となる事業名(事業箇所）
事業内容・規模等 事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）

住宅・建築物安全ストック形成事業
耐震診断及び改修等（耐震診断が義務付けら
れた住宅・建築物への重点支援等）、アスベ
スト改修等

番号 事業者 種別等 要素となる事業名 事業内容 市町村名
全体事業費
（百万円）

番号 事業者 種別等 要素となる事業名 事業内容 市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）

Ｄ 0.0百万円
効果促進事業費の割合

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

一体的に実施することにより期待される効果

事業実施期間（年度）

- 木造住宅耐震シェルター設置事業 耐震シェルター設置補助 藤沢市

被災住宅耐震性向上事業 神奈川県

- ブロック塀倒壊予防策事業 ブロック塀撤去・設置補助

鎌倉市

—

平塚市

- ブロック塀改善事業 ブロック塀撤去・設置補助



1-C-5 住宅 一般 藤沢市 間接 個人 3.69

1-C-6 住宅 一般 小田原市 間接 個人 2.00

1-C-7 住宅 一般 小田原市 間接 個人 3.64

1-C-8 住宅 一般 茅ヶ崎市 間接 個人 1.22

1-C-9 住宅 一般 茅ヶ崎市 間接 個人 11.84

1-C-10 住宅 一般 逗子市 間接 個人 2.50

1-C-11 住宅 一般 厚木市 間接 個人 6.89

1-C-12 住宅 一般 座間市 間接 個人 ブロック塀撤去補助 0.95

1-C-13 住宅 一般 綾瀬市 間接 個人 20.91

1-C-14 住宅 一般 中井町 間接 個人 耐震シェルター設置補助 0.50

1-C-15 住宅 一般 中井町 間接 個人 1.80

1-C-16 住宅 一般 松田町 間接 個人 0.36

1-C-17 住宅 一般 箱根町 間接 個人 0.45

合計 829.8

番号

1-C-1 住宅の耐震改修事業とあわせて、被災住宅の屋根修繕を行うことにより、耐震化に寄与した住宅ストックの確保を図る。

1-C-2 住宅の耐震改修事業とあわせて、ブロック塀の耐震化を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-3 住宅の耐震改修事業とあわせて、ブロック塀の耐震化を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-4 住宅の耐震改修事業とあわせて、安価で生命を守ることができる耐震シェルターの設置補助事業を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-5 住宅の耐震改修事業とあわせて、ブロック塀の耐震化を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-6 住宅の耐震改修事業とあわせて、安価で生命を守ることができる耐震シェルターの設置補助事業を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-7 住宅の耐震改修事業とあわせて、ブロック塀の耐震化を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-8 住宅の耐震改修事業とあわせて、安価で生命を守ることができる耐震シェルターの設置補助事業を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-9 住宅の耐震改修事業とあわせて、ブロック塀の耐震化を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-10 住宅の耐震改修事業とあわせて、安価で生命を守ることができる耐震シェルターの設置補助事業を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-11 住宅の耐震改修事業とあわせて、ブロック塀の耐震化を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-12 住宅の耐震改修事業とあわせて、ブロック塀の耐震化を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-13 住宅の耐震改修事業とあわせて、ブロック塀の耐震化を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-14 住宅の耐震改修事業とあわせて、安価で生命を守ることができる耐震シェルターの設置補助事業を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-15 住宅の耐震改修事業とあわせて、ブロック塀の耐震化を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-16 住宅の耐震改修事業とあわせて、ブロック塀の耐震化を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

1-C-17 住宅の耐震改修事業とあわせて、安価で生命を守ることができる耐震シェルターの設置補助事業を実施し、安全・安心なまちづくりを推進する。

備考一体的に実施することにより期待される効果

- ブロック塀等安全対策事業 ブロック塀撤去・設置補助 藤沢市

- 耐震シェルター設置事業 耐震シェルター設置補助 小田原市

- ブロック塀改修事業 ブロック塀撤去・設置補助 小田原市

厚木市

- 耐震シェルター設置事業 耐震シェルター設置補助 茅ヶ崎市

- ブロック塀改善事業 ブロック塀撤去・設置補助 茅ヶ崎市

ブロック塀倒壊予防策事業 ブロック塀等撤去補助 松田町

-

-

- 耐震シェルター設置事業 耐震シェルター設置補助 逗子市

-

ブロック塀改善事業 ブロック塀撤去・設置補助 綾瀬市

ブロック塀改善事業 ブロック塀撤去・設置補助

- 危険ブロック塀除却事業 座間市

- 木造住宅耐震化補助事業 耐震シェルター設置補助 箱根町

ブロック塀撤去・設置補助

-

耐震シェルター設置事業 中井町

- ブロック塀等安全確保事業 中井町



Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業
事業 地域 交付 直接
種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 R1 R2 R3

合計 0

その他関連する事業（復興・復旧及び全国防災）

事業 地域 交付 直接

種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 R1 R2 R3
備考

備考

目標はおおむね達成できたと考えられる。

目標はおおむね達成できたと考えられる。

３．特記事項(今後の方針)

「神奈川県内における住宅・建築物安全ストック形成事業(防災・安全)(第３期)」において引き続き耐震化を促進し、安全で安心できる住まい・まちづくりを実現する。

目標値と実績値に差が出た要
因

最終目標値

最終実績値

指標②
特定建築物等
の耐震化率

95

93

目標値と実績値に差が出た要
因

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ　定量的指標に関する
　　　　交付対象事業の効果の発現状況

・住宅の耐震診断・耐震改修に対する助成事業を行うことにより、住宅の耐震化率が増加した。
・特定建築物の耐震診断・耐震改修に対する助成事業を行うことにより、特定建築物の耐震化率が増加した。

Ⅱ　定量的指標の達成状況 指標①
住宅の耐震化

率

最終目標値

最終実績値

95

94

全体事業費
（百万円）

事業実施期間（年度）

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）番号 事業者 種別等 要素となる事業名 事業内容 市町村名

番号 事業者 種別等 要素となる事業名 事業内容 市町村名



（参考図面）地域住宅支援
1 神奈川県内における住宅・建築物安全ストック形成事業（防災・安全）（第２期）

平成28年度　～　令和3年度　（6年間）

計画の名称

計画の期間 交付対象
神奈川県、横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、逗子市、三浦市、秦野市、厚木市、大和市、伊
勢原市、海老名市、座間市、南足柄市、綾瀬市、葉山町、寒川町、大磯町、二宮町、中井町、大井町、松田町、山北
町、開成町、箱根町、湯河原町、愛川町
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〈凡例〉
交付対象市町


